
令和７年度新しい地方経済・生活環境創生交付金事業 

 申請書作成支援システム導入業務委託導入仕様書 

 

 この仕様書は、邑南町が発注する下記の業務に関して、受託者が当該業務を履行する

ために必要な事項を定める。  

 

1. 業務委託名  令和７年度新しい地方経済・生活環境創生交付金事業 

申請書作成支援システム導入業務委託  

 

2. 業務目的  

役場の窓口業務において、住民が証明書等の取得時に記入する申請書について、氏

名や住所や生年月日等の情報を全て手書きで記入する必要があり、住民にとって一定

の負担となっている。また、住民によっては必要となる申請が多岐にわたることもあ

り、全ての手続を終えるまでに、同じ内容（氏名や住所や生年月日 等）を何度も記

入する場合がある。 

こうした窓口申請における負担を解消するため、申請書作成支援システム（以下、

「本システム」という。） を導入し、住民サービスの向上と職員の窓口業務負担軽減

を目的とした「書かない窓口」の実現を目指す。  

  

3. 業務委託場所 邑智郡邑南町矢上６０００番地 邑南町役場  

 

4. 業務委託期間 契約締結日から令和８年３月１６日まで  

 

5. 設置台数 ５台  

 

6. 基本事項 

（ア）本システムは、マイナンバーカード、免許書等の読み取りを行い、申請書の作成

を補助するものである。 

 (イ) 本システムおよび機器一式については、役場内の各課の窓口に設置を想定するこ

とから幅３０センチメートル、奥行３０センチメートル、高さ２０センチメートル程

度のものとし、容易に設置や移動が可能であること。 

（ウ）個人情報の漏洩がないよう情報セキュリティに配慮されたシステムとすること。 

(エ) 各種申請書については、既存の申請書様式と同じ様式を使えるようにすること。 

(オ) 導入したシステムについては、導入後５年間程度は継続して利用できるように保

守対応が可能な体制であること。なお、本システムの保守運用に係る事項は邑南町

町と納入者が別途協議するものとする。 



(カ) 参考規格品 PFU「Caora申請書作成用機器」 

※参考規格品と同等の帳票作成機能を備える機器を納品すること。 

 参考規格品以外で提示する場合は、あらかじめ町の承認を得ること。 

(キ) 令和 7年 3月時点で、本町の人口規模の自治体が発注した参考規格品を元請とし

て受託し、５件以上完了した実績を有すること。 

（ケ）島根県内に本店、支店、営業所を有し、故障等の異常が発生した場合、発生日に

対応ができる者であること。 

 

7. システム等の内容 別添「機器要件一覧表」のとおり 

製品の納入は、発注者と事前に日程調整等を行い、指定した日に担当者の立会いの

下、製品の運搬及び搬入を行うものとする。なお、運搬及び搬入費用は受注者負担と

する。 

 

8. 保守・運用要件保守・運用要件について、以下の内容については必須要件とする。  

(ア) 障害等が発生した際に、問い合わせることができる電話対応窓口を受託者自身

が運営していること。  

(イ) プリンタの異常・障害の場合はオンサイト保守が可能であること。  

(ウ) タブレット PCの異常・障害の場合はセンドバック保守が可能であること。  

(エ) 稼働後の各種申請書のフォームの修正及び追加については、職員での修正が可

能な機能を有していること。  

 

9. 事業内容  

（ア）必要な機器、ソフトウェアの調達 

 （イ）機器の納入・設置（タブレット PCのアップデート、プリンタードライバー設定

は、事前に行うこと） 

 （ウ）機器の事前設定（帳票設定は当町で実施するが、職員への研修を実施すること) 

（エ）帳票設定のため落札者は、９月３０日(火)までにソフトウェア（帳票設定ツー

ル）を納品し、職員への研修を実施すること 

（オ）使用期間中(５年間)は、人事異動に伴う新任職員に対して帳票設定指導を現地

にて随時、無償で行うこと 

 （カ）機器の動作確認  

（キ）機器等は仮稼働を行うため、落札者は、１月３０日(金)までに納品し、職員へ

の操作説明を実施すること。仮稼働期間は約 1か月間とする。 

 

10. 基本要件 

 （ア）本システム及び周辺機器導入台数 



  本システム及び周辺機器の導入台数は以下のとおりとする。 

  ・ 本システム ５台 

  ・ タブレット PC ５台（ドッキングステーション、キーボード含む） 

・ カラーレーザープリンター ４台 (USBケーブル含む) 

 （２）本システム及び周辺機器導入対象窓口 

 本システム及び周辺機器導入対象窓口は以下のとおりとする。 

 ア  本庁：町民課・財務課   ３台 

 イ 瑞穂支所：窓口業務部  １台 

ウ 羽須美支所：窓口業務部 １台 

 

11. 支払方法 

 受注者は、業務委託が完了し、かつ、発注者の検査に合格したとき、契約代金を請求

することができる。 

 

12．その他本業務を実施するに際して、次のことを厳守すること。  

(ア) 本業務について取り扱う書類及び磁気媒体の取扱い管理を十分に留意し、取扱

いの重要性を十分に理解したうえで、業務全般に支障がないように配慮するものと

する。  

(イ) 本業務にあたっては、誠実、正確かつ迅速を旨とし、知り得た秘密をみだりに

第三者にもらしてはならない。  

(ウ) 書類および磁気媒体を借用する際に、当町へ借用証を差し入れるものとする。  

(エ) 作業終了後、借用した書類および磁気媒体を速やかに当町へ返却するものする 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

申請書発行システム

分類 No 項目 要件（内容）

1
本システムは、タブレットPCにインストールしたアプリケーション及び顔認証機能付本人確認書

類読取装置との組み合わせで実現すること。

2
本システムは、ネットワークにつなぐことなく、オフラインで動作が可能な、スタンドアロン形式で実

現すること。

3
顔認証機能付本人確認書類読取装置における顔認証機能はタブレットPC内ではなく、本

人確認書類読取装置内で顔認証処理を行うこと。

4 既存業務システムへの影響
申請書作成システムは、既存の窓口業務ならびに業務システムの変更や教育を必要としな

い仕組みを考慮すること。

5 タッチパネルモニターで印刷したい申請書を選択できること。

6 申請書選択の際、階層化等により容易に申請書を選択できること。

7 本人確認書類の種類
マイナンバーカード、運転免許証、運転経歴証明書、在留カード、特別永住者証明書（以

下、「本人確認書類」とする。）から選択・使用できること。

8 本人確認書類から読取る情報 本人確認書類から氏名、住所、生年月日、性別を読み取れること。

9 各本人確認書類から情報を読み取る際にパスワード入力を不要とすること。

10
マイナンバーカードにおいてはICチップ内の情報を読取り可能とすること。(その他の本人確認書

類は券面の情報を出力すること。）

11 本人情報を、各種申請書の任意の項目に反映できること。

12 本人確認 本人確認書類から読み出した顔写真と利用者の顔を照合する顔認証機能を有すること。

13 申請書印刷機能 画面上から作成した申請書の印刷が行えること。

14

当町で利用しているどのような申請書でもPNG形式(画像ファイル)とすることでシステムで登

録・利用可能なこと。申請書印字項目のメンテナンスは職員自身で行え、特別な知識を必

要とせず容易に行えること。

15 職員が容易に申請書を追加・変更できること。

16 保存した申請書メンテナンス結果をタブレットPCに適用する機能を提供すること。

17
機器本体が万一故障した際、別の本体を現地へ送付し、故障機は後ほど返送する保守とす

ること（センドバック保守5年間）

18
本機器のアプリ及びツールの利用方法や不具合に対するWeb問合せ対応、改版アプリケー

ションの提供をすること。（5年間）

保守その他

システム構成

機能配置・構成

本人確認書類へのアクセス方式

申請書メンテナンス機能

管理機能

申請書選択機能

申請書発行機能


